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１ 東日本大震災からの復興に向けた道のりと見通し①

2

• 構築したモデルの普及・展開へ重点化等
• 企業・大学・NPOなど民間の人材やノ
ウハウの最大限の活用

• 関係省庁と連携し、除染、インフラ・
生活関連サービス復旧等

住まいとまち
の復興

「新しい東北」
の創造

福島の復興・
再生

産業・生業の
再生

被災者支援

17.3 18.3 19.3 20.3 21.3
復興・創生期間

高台移転 ：69%
災害公営住宅：83％

（16年度末見込み）

74％

• 被災者の心身ケア、コミュニティ形成、
「心の復興」等

• 引き続き加速化措置を推進
• きめ細やかに市町村を支援

• 販路開拓・新商品開発支援
• 観光復興の推進（20年までに東北6県の外国人宿泊者数3倍を目指す（15年比））
• 商店街の本格復旧支援等104％

（全国では246%）

【完成戸数】
高台移転 ：43%
災害公営住宅：58％

田村市、川内村（一部）、
楢葉町で避難指示解除等

先導的な取組の構築
（13~15年度で計216事業を支援）
マッチング等の場づくり

※ ※2016年9月末時点

(2019) ラグビーワールドカップ
(2020) 東京オリンピック・パラリンピック
(2021.3) 復興・創生期間の終了（復興庁の設置期限）

【避難者数】
17.1万人
（発災直後）47万人

集中復興期間

【水産加工業】
施設の再開：

【農業】
営農再開可能面積：

87％

【県全体の避難者】
9.7万人
（ピーク時）16.4万人

12.3万人
（2月13日現在）

（18.3までに）
復興公営住宅（4,890戸）
の整備完了予定

現状2016.3
（集中復興期間終了時点）

インフラ復旧は概ね終了。
道路・鉄道は一部を除き概ね復旧

（18年度末見込み）
住まいの確保に関する
事業が概ね完了

※

【観光】
外国人宿泊者数：
（東北６県）

（19年度）
三陸沿岸道路一部開通予定
ＪＲ常磐線全線開通予定

（18年度）
相馬福島道路一部開通予定
釜石花巻道路全線開通予定

※

※霊山～相馬間

※

※仙台～釜石間の約9割

葛尾村（一部）、川内村、
南相馬市（一部）
で避難指示解除

【完成戸数】
高台移転 ：60%
災害公営住宅：78％

(1月末時点）

7.9万人
（3月6日現在）

営農再開可能面積：83％
（9月末時点）

施設の再開：91％
（12月末時点）

※2015年度までは、津波被災農地のうち営農再開が可能となった面積の割合。
2016年度からは、津波被災農地から農地転用された農地等を除いて算定したものに変更。

帰還困難区域の復興事業について
は、
17年度のできるだけ早期に着手

（この春までに）
大熊町・双葉町を除き、
帰還困難区域以外の区域
について避難指示を解除

外国人宿泊者数：127％
（16年速報値）※2010年比

２０１７年３月
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１ 東日本大震災からの復興に向けた道のりと見通し②

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2021

3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 ・・・ 3月

　避難者

　災害廃棄物（がれき）の撤去、
　及び処分　※福島県は避難指示区域を除く

　ライフライン・インフラ
　
　　海岸対策

　
　　交通網（直轄国道）

  

　住宅の自主再建

　まちづくり（防災集団移転、区画整理等）

※割合で示している各指標については、事業の進捗等に応じて、各時点で母数や定義が一部異なる。

仮置場へ運搬

概ね復旧応急復旧

仮置場へ運搬

本復旧

まちづくり計画の策定

被災３県の避難所

概ね解消

災害公営住宅の建設開始

仮設住宅概ね完成

約47万人 約34万人

がれきの処理・処分

（防災集団移転促進事業での計画決定（大臣同意）地区の割合）、

（民間住宅等用宅地の供給計画地区数（404地区）、戸数（19,385戸）

のうち着工（工事契約）した地区数の割合、及び完成、見込み戸数

の割合）

居住地付近の

がれき

概ね撤去

（避難者数）

（がれき処理・処分量）

災害公営住宅

（災害公営住宅の供給計画戸数（30,108戸）のうち着手（用地取得）

した割合、及び完成、見込み戸数の割合）

※帰還者向けの災害公営住宅（298戸）は全体計画が未

定のため、進捗率には含まない

２０１７年３月

自立再建、災害公営住宅等での再建

民間住宅等用宅地の整備

仮設住宅関連の環境整備

災害公営住宅の完成

・・・見込み

・予定

集中復興期間

居住地付近の

がれき撤去

6％

同意

約100％

防災集団移転促進事業の計画策定

着手

45％

（津波堆積物の処理・処分量）
津波堆積物の処理・処分

4％

同意

約1％

福島県

100%

福島県

100%

（岩手県）100%

（宮城県）100%

（岩手県）100%

（宮城県）100%

約30.9万人

着手

65％

着工

84％

（被災者生活再建支援金（加算部分）の支給状況） 7.1万件 9.8万件 11.1万件

（被災地区海岸数（501※）のうち本復旧工事に着工した

地区の割合）

（岩手、宮城、福島県内の国道４号、６号、４５号の総開通距離

（1161km）中、完了済み開通距離の割合）

※福島県の避難指示区域含む

着工

68％

着工

約42％

着工

約20％

完了

約99％

約26.4万人

着工

79％

完成

4％

完成

9％

着手

93％

完成

31％

11.9万件

（福島県）97%

（福島県）99%

約22.5万人

着工

99％

完成

（11,616戸）60％

着手

97％

完成

（23,393戸）78％

着工

90％

完成

19％

着工

98％

12.7万件

約12.3万人

復興・創生期間

約17.1万人

13.3万件

着工

（402地区）99％

着手

（29,562戸）98％

（福島県）99%

（福島県）97%

完成

43％

完成

58％

着工

88％

58％

32％

仮設住宅設置避難所開設



１ 東日本大震災からの復興に向けた道のりと見通し③
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2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2021

3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 ・・・ 3月

　医療施設

　学校施設

　農業・水産業

　地域産業

　個人債務者等対策

※割合で示している各指標については、事業の進捗等に応じて、各時点で母数やその定義が一部異なる。

（被災３県で業務再開を希望する水産加工施設（804）

の再開状況）

（津波被災農地（21,480ha）のうち、営農再開が可能となった

面積の割合（平成28年度からは、津波被災農地から農地転

用された農地等を除いて算定））

製氷施設や冷凍冷蔵施設の復旧、用地の嵩上げ等により水産加工業の業務再開を支援

約38％

約55％ 約74％

農地の損壊箇所の復旧・除塩等を実施

・・・見込み

・予定

（個人版私的債務整理ガイドライン 債務整理の成立

件数累計）

約63％

（被災公立学校施設（2,319校）のうち、災害復旧事業を完了

した学校の割合）

被災した公立学校施設の復旧

92％教育活動は再開済

（仮設店舗・工場・事務所の整備：竣工ヶ所数 累計）

（中小企業等グループ補助金による復旧支援

：被支援者数 累計）

（二重ローン対策：債権買取件数 半年ごとの件数）

（被災地域の鉱工業生産指数）

（津波浸水地域に所在する鉱工業事業所

の生産額試算値〈震災前基準年同月比〉

※水産加工施設等は含まない）

（資金繰り支援策の実施状況：融資実績

半年ごと、全国）

約103
発災前

被災地外の水準ま

で概ね回復

被災地外の水準まで

概ね回復

約70 約95 約100

-99% -76% -66% -31% ＋20% －19% －4% +5%

16ヵ所 224ヵ所 400ヵ所 516ヵ所

316者

10件 292件

（入院の受入制限または受入不可（182箇所）のうち回復し

た病院の割合）

被災した病院の復旧
90％

90％ 93％

事業者支援

約80％

（仮設店舗・工場・事務所の整備：竣工ヶ所数 累計）

（中小企業等グループ補助金による復旧支援

：被支援者数 累計）

地域産業や商店街などの本格的な復興

仮設店舗等の整備・グループ補助金による復旧支援・二重ローン対策等による支援

74件 187件

16ヵ所 224ヵ所 400ヵ所 516ヵ所

316者 3,829者 5,779者 8,012者

事業者支援

9,943者

（個人版私的債務整理ガイドライン 債務整理の成立

件数累計） 10件 292件 1,080件

202件

740件
1,209件

約70％

95％

131件

約83％

10,416者

97件

（震災直前の水準以上まで売上が回復していると回答

した事業者の比率

：グループ補助金交付先へのアンケート）
約29.9% 約32.5% 約36.6% 約40.3%

11件 179件

約2.8兆円 約2.1兆円 約0.7兆円 約0.4兆円 約0.3兆円 約0.08兆円 約0.08兆円 約0.07兆円

1,289件

約87％

59件

２０１７年３月

集中復興期間

約74％

約0.06兆円

589ヵ所

約44.8%

1,351件

約0.07兆円

10,944者

56件

復興・創生期間

97％

98％

約83％

1,344件

33件

約91％

11,263者

約45.2%

約0.07兆円

98％

95％

98％96％

90％

563ヵ所 577ヵ所 586ヵ所



○ 避難者数は発災直後の約４７万人から、現在約１２万人となっている。
○ 住まいの再建への動きが進んでおり、仮設住宅等への入居戸数も減少している。

２ 避難者・仮設住宅の状況

(２) 仮設住宅等の入居状況 内閣府調べ

＊１ 緊急災害対策本部 青森・岩手・宮城・福島・茨城・栃木の避難者の合計。
＊２ 復興庁調べ

(１) 避難者の減少
時 点 全 体

発災３日目（＊１）
（平成２３年３月１４日）

約４７万人

平成２４年４月
１年目（＊２）

約３４万人

平成２５年４月
２年目（＊２）

約３１万人

平成２６年４月
３年目（＊２）

約２６万人

平成２７年４月
４年目（＊２）

約２２万人

平成２８年４月
５年目（＊２）

約１７万人

最新値（＊２）
（平成２９年２月）

約１２万人

平成27年4月 平成28年4月
平成29年2月

(最新値)
備 考

建設型仮設住宅
入居者数 ７８，７８７人 ５５，９６５人 ３５，５０３人 岩手県・宮城県・福島県

（ 茨城県・千葉県は平成２６年度には
建設型仮設住宅の供与を終了。）入居戸数 ３７，３９８戸 ２７，３４８戸 １７，５９２戸

※
みなし仮設住宅

入居者数 １０７，３３２人 ７６，８６９人 ５４，９２４人
全国計

入居戸数 ４５，２９９戸 ３３，２４１戸 ２３，９０６戸

合 計
入居者数 １８６，１１９人 １３２，８３４人 ９０，４２７人

入居戸数 ８２，６９７戸 ６０，５８９戸 ４１，４９８戸

約19万

約33万
約33万

約31万

約28万
約26万

約24万
約22万

約17万
約14万

約12万

約47万

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

避
難
者
数

(人)

※ みなし仮設住宅…民間賃貸住宅、公営住宅、雇用促進住宅、公務員宿舎等 5



○ 被災３県における人口は、減少傾向にあるもののその度合いは鈍化しており、社会増減率は、
沿岸市町村※においても震災前の水準に戻りつつある。 ※沿岸市町村・・・海岸線を有する市町村（岩手県12市町村、宮城県15市町、福島県10市町）

（２）社会増減率（被災3県の沿岸市町村）

沿岸市町村の人口推移は、減少傾向にあるものの、2012年4月以降、減
少の度合いが鈍化している。

（１）人口推移（被災3県の沿岸市町村）

（参考）被災３県における人口の状況

※ 各県公表資料を元に復興庁作成 ・岩手県毎月人口推計 ・宮城県推計人口（月報） ・福島県の推計人口 (福島県現住人口調査結果）

推計人口とは、 国勢調査による人口を基礎として、出生・死亡・ 転入・転出等の届出数を加減して算出した値。
2015年10月以降は、2015国勢調査に基づく推計人口であり、前月までと基準が異なる。

-1.75
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-1.00
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-0.50

-0.25

0.00

0.25

被災３県の沿岸市町村（仙台市除く）

被災３県の内陸市町村（仙台市除く）

被災３県

被
災
３
県
の
人
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社
会
増
減
率
（
％
）

(％) （2010年同期比）

-2.00

-1.75

-1.50

-1.25

-1.00

-0.75

-0.50

-0.25

0.00

0.25各
沿
岸
市
町
村
及
び
福
島
県
内
陸
市
町

村
の
人
口
社
会
増
減
率
（
％
）

岩手県の沿岸市町村

宮城県の沿岸市町村（仙台市除く）

福島県の沿岸市町村

福島県の内陸市町村

（2010年同期比）

※ 社会増減率とは、社会増減（転入者数から転出者を引いた数）を人口で割った値

人口の社会増減率は、被災３県の沿岸市町村及び福島県内陸市町村
においても2010年同月の水準に戻りつつある。
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（2010年1月を1.00とする）
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/3 /8 /3 /5 /7 /12 H25/3 /9 /3

岩手県と宮城

県の２県合計

３ 災害廃棄物（がれき）処理の状況

（１） 災害廃棄物処理の状況

（２） 広域処理（岩手県・宮城県）
・ １都１府16県で約62万トンを広域処理。
・ 可燃物・木くずの約１割、不燃混合物や漁具・漁網の約５割の処理

に貢献。

（３）再生利用
・ 災害廃棄物の約８割、津波堆積物のほぼ全量を再生利用。
・ このうち、公共事業等（堤防復旧、海岸防災林、港湾整備等）

において約1,339万トンを利用。

（４）福島県の避難区域の処理状況
・ 放射性物質汚染対処特措法に基づく汚染廃棄物対策地域の11市

町村（帰還困難区域を含まない）で災害廃棄物等処理を実施。
・ 帰還の妨げとなる廃棄物の撤去と仮置場への搬入を優先し、平成

28年９月末時点で約103万トンを仮置場に搬入完了(うち約16万トン
を焼却処理済、約41万トンを再生利用済)。

○ 東日本の太平洋沿岸部を中心に、13道県にわたり災害廃棄物約2,000万トン、津波堆積物約1,100万トンが発生。
○ 目標としていた平成26年３月末までに、福島県を除く12道県で災害廃棄物及び津波堆積物の処理が完了。
○ 処理が残っている福島県については、避難区域は国が直轄で、それ以外の地域は市町と連携して国の代行処理等

による支援を通じて、できるだけ早期の処理完了を目指す。

処理割合 市町村等

完 了

洋野町、久慈市、野田村、普代村、田野畑村、岩泉町、宮古
市、山田町、大槌町、釜石市、大船渡市、陸前高田市、気仙
沼ブロック（気仙沼市、南三陸町）、石巻ブロック（女川町、石
巻市、東松島市）、利府町、松島町、宮城東部ブロック（塩竈
市、七ヶ浜町、多賀城市）、仙台市、亘理名取ブロック（名取
市、岩沼市、亘理町、山元町分）、新地町、相馬市、いわき市

８割以上 南相馬市

７割以上 広野町

沿岸市町村の災害廃棄物の処理割合

H23.8 生活環境に支障が生じう
る災害廃棄物の仮置場への移動

実績

中間目標
59%

災
害

廃
棄

物
の

処
理

割
合

60%

H25/9末
時点 84%

H24.3 その他の
災害廃棄物の仮
置場への移動

6%

H24H23

目標

H26

※福島県の避難区域を除く

平成28年3月現在

100%

平成28年3月現在

災害廃棄物 津波堆積物 合計

推計量
（万トン）

処理量
（万トン）

割合
（％）

推計量
（万トン）

処理量
（万トン）

割合
（％）

推計量
（万トン）

処理量
（万トン）

割合
（％）

岩手県 439 439 100 184 184 100 623 623 100

宮城県 1,223 1,223 100 728 728 100 1,951 1,951 100

福島県 400 386 96 136 136 99 536 522 97

岩手県・宮城県沿岸市町村の災害廃棄物の処理目標と実績 7



項 目
（指標名）

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況

0% 50% 100%

項 目
（指標名）

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況

100%

0% 50% 100%

着工地区海岸数 449
完了地区海岸数 176

被災した地区海岸数 501

河川対策
（直轄区間）

0% 50% 100%

完了箇所数 2,115

被災した河川管理施
設の箇所数 2,115

100%

下水道 移行済みの処理場数
73

災害査定を実施した
処理場数 73

通常処理に移行した
下水処理場※の割合

水道施設

0% 50% 100%

完了事業数 178

災害査定実施事業数
184※

97%

災害廃棄物の処理

0% 50% 100%

災害廃棄物の処理が
完了した割合

99%

※「通常処理に移行した処理場」とは、
被災前と同程度の放流水質まで処理
が実施可能となった処理場である。こ
れらの中には、一部の水処理施設や
汚泥処理施設は未だ本復旧工事中の
ものもある。

処理量 1,831万ｔ※

推計量 1,843万ｔ※

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.12末時点

着工延長 157㎞

完了延長 57㎞

海岸防災林の再生

被災延長 約164 ㎞※

※ 青森県～千葉県における延
長（避難指示区域を含む）

※平成28年3月末時点については、帰
還困難区域及び居住制限区域を除き、
避難指示解除準備区域を含む。

４ 公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況①

46%

37%

89%

96%（着工）32%

99%

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.11末時点

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.11末時点

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.11末時点

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.12末時点

※太字：H29.1末時点
細字:H24.11末時点

（一部H24.9末時点）

0% 50% 100%

注）①福島県の避難指示区域については、原則除いている。②各指標の母数については、事業の進捗に応じ変更されているものもある。

9%

海岸対策

35%（完了）

31%

10%

※市街地復興パターン検討調査
を実施した43市町村分に限る。
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本復旧工事に着工した地区
海岸、本復旧工事が完了し
た地区海岸の割合

本復旧工事が完了した
河川堤防（直轄管理区
間）の割合

本復旧工事に着工した海岸
防災林、本復旧工事が完了
した海岸防災林の割合

本格復旧が完了した
水道事業数の割合

※旧北上川の本格復旧後の復
旧・復興は、平成30年度の完成
予定

※避難指示区域を含む。

※復興計画が定まらず復旧方法
を確定することができないために
特定査定を受けた地区を除く。

35%（完了）

90%（着工）

福島県の広野町、南相馬市
を除き処理が完了した。



項 目
（指標名）

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況

0% 50% 100%

項 目
（指標名）

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況

0% 50% 100%

12%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

４ 公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況②

復興まちづくり
（土地区画整理事業）

事業化の段階に達している地区
数、
造成工事の着手地区数、
宅地の引渡開始地区数、
造成工事の完了地区数
の割合

災害公営住宅

用地確保済み戸数
29,562 (29,340)

計画戸数
30,108 (29,810)

復興まちづくり
（防災集団移転促進事業)

完了戸数
23,393 (23,374)

事業化地区数 50※１

着工地区数 50
宅地引渡開始地区数 38※２

完了地区数 13

計画地区数 50※３

同意地区数 333※1

着工地区数 331
完了地区数 305

※1 事業計画について国土交通
大臣の同意を得た地区数

※2 住まいの復興工程表に基づく
面整備事業を行う331地区、茨城県
の２地区

100%（同意）

100%（事業化）

100%（造成着工）

26%（完了）

事業計画の同意地区
数、

造成工事の着手地区
数、
造成工事の完了地区数
の割合

99%（着工）

92%（完了）

98%
（用地確保済み）

78％
（完了）

32%

81%

27%

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.11末時点

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.12末時点

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.12末時点

復興まちづくり
（漁業集落防災機能強化事業）

計画地区数 36※

※当該事業により住宅用地の整
備を行う地区数

復興交付金の事業費
措置地区数 36

着工地区数 36

完了地区数 31

100%
（事業費措置）

100%（着工）

86%
（完了）

85%

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.11末時点

復興まちづくり
（医療施設）

0% 50% 100%

受入回復した病院数
176

入院の受入制限又は
受入不可を行った病
院数 182

復旧が完了した
公立学校施設の割合

97%

復興まちづくり
（学校施設等）

完了学校数 2,283

災害復旧事業申請
学校数 2,319※

※申請予定も含む

0% 50% 100%

98%

90%

81%

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.11末時点

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.11末時点

0.2%

注）①福島県の避難指示区域については、原則除いている。②各指標の母数については、事業の進捗に応じ変更されているものもある。③漁業集落防災機能強化事業については、上記以外に住宅用地の整備は行わず水産関係用地や公共
施設の整備を行う地区が予定されている。

12%

1%

6%

0%

0%

9

災害公営住宅の用地
確保した割合、整備

が完了した割合 事業費措置の地区数、
造成工事の着工地区数、

造成工事の完了地区数の割合

入院の受入制限又は
受入不可から回復
した病院の割合

（応急仮設校舎や間借り等に
より、全ての学校で教育活動
は再開済み）

76%（宅地引渡）0%
※１ 事業認可済、事業認可手続き中、緊急
防災空地整備事業着手済の地区を計上
※２ 宅地の一部を使用収益開始した地区、
保留地の一部を引き渡した地区を計上

※３ 住まいの復興工程表に基づく面
整備事業を行う地区数

※(   )内の数値は帰還者向け災害公
営住宅を除いた戸数

※進捗率には、帰還者向け災害公営
住宅の計画は含んでいない。

計画地区数 333※2



項 目
（指標名）

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況
項 目

（指標名）
進捗率

復旧・復興の状況
／被害の状況

４ 公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況③

一部又は全ての機能
が回復済みの漁港数

316  
漁港

被災した漁港数
319※

※避難指示区域を含む

営農再開可能面積
約16,770 ha

農地

津波被災農地面積※

（農地転用を除く）

20,120 ha

津波被災農地面積
（21,480ha）のうち

営農再開可能面積
の割合
※ H28.9末より農地転用

を除き整理

※青森県～千葉県における面積
（避難指示区域を含む）

0% 50% 100%

83%38%

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.12末時点

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.11末時点

0% 50% 100%

交通網
（鉄道）

運行再開した路線延長
2,258.9㎞※1 ※2

被災した路線延長
2,330.1㎞※1運行を再開した

鉄道路線延長の割合

着工箇所数 131

完了箇所数 128

交通網
（港湾）

本格復旧に着工した、

及び本復旧工事が完了
した復旧工程表に定め
られた港湾施設の割合

100%（着工）

交通網
（復興道路・復興支援道路）

復興道路・復興支援道路
の着工率、

復興道路・復興支援道路
の整備率

着工済延長 570km ※1 

供用済延長 263km

計画済延長 570 ㎞※２

※2  事業中区間と供用済区間の合計

98%（完了）

被災した港湾施設の
箇所数 131

0% 50% 100%

97%
88%

96%

0% 50% 100%

100%（着工）

46%（完了）

58%

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.11末時点

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.12末時点

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.12末時点

養殖施設

養殖施設の
復旧の割合

0% 50% 100% 養殖業再開希望者の
施設数 68,945※

99%
復旧した施設数

68,893※
85%

※太字：H29. 1末時点
細字:H24.12末時点

注）①福島県の避難指示区域については、原則除いている。②各指標の母数については、事業の進捗に応じ変更されているものもある。

35%

44%

10

0% 50% 100%

82%（完了）35%

99%
（一部完了含む）

75%

全機能が回復済み
の漁港数 262

※1  工事着手したＩＣ間延長

※1 岩手、宮城、福島県内の旅客
鉄道分を計上

※2 JR大船渡線のBRTによる本格
復旧分を含む

一部でも陸揚げが可能と
なった漁港、陸揚げ岸壁

の機能が全て回復
した漁港の割合

※岩手県及び宮城県における
施設数

※岩手県及び宮城県における
施設数



○ 住宅再建や復興まちづくりの加速化に向けて、引き続き、復興交付金による支援、円滑な施工確保

の支援等を実施。

○ さらに、被災地における復旧・復興事業が本格化し、住宅再建は、「計画策定」、「用地取得」から「工

事実施」の段階に移行してきていることを踏まえ、 「工事実施」段階に発生する個別地区ごとの課題

に対し、直接、県・市町村に出向いて、きめ細かく支援。

注1）民間住宅等用宅地は、防災集団移転促進事業、土地区画整理事業、漁業集落防災機能強化事業の３事業を指す。

注2）平成28年度末以降の進捗率に関しては、住まいの復興工程表（平成28年9月末時点）に基づいて記載。
注3）福島県の進捗率について、災害公営住宅は、原発避難からの帰還者向け災害公営住宅の戸数は含んでいない。

復興まちづくりの進捗状況（平成29年1月末時点）

・民間住宅等用宅地注1）、災害公営住宅ともに被災３県で98％以上で事業に着手している

・完成した戸数は被災３県で、民間住宅等用宅地が60％、災害公営住宅が78％であり、平成28年度末には民間住宅等用宅地で約

69％、災害公営住宅で約83％が完成する見通しである。

５ 住宅再建に向けた取組（災害公営住宅の整備・民間住宅等用宅地）
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注3） 注3）

1%
5%

28%

49%

77%

100%
100%

0%
8%

33%

61%

86%

97%
98%

2%
10%

27%

56%

81%

92%
100%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H２４年度末 H２５年度末 H２６年度末 H２７年度末 H２８年度末 H２９年度末 H３０年度以降

災害公営住宅 進捗率注２）

被災８県 福島県 宮城県 岩手県

1%

13%

32%

39%

71%

99% 100%

1%

4%

25%

54%

82%

97% 100%

0%

3%

13%

31%
54%

80%

100%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H２４年度末 H２５年度末 H２６年度末 H２７年度末 H２８年度末 H２９年度末 H３０年度以降

民間住宅等用宅地 進捗率注２）

３県合計 福島県 宮城県 岩手県



28年度まで
累計

29年度以降も
含めた累計

岩手県
（進捗率）

概ね4,600戸
（概ね８割）

概ね5,700戸

宮城県
（進捗率）

概ね13,800戸
（概ね９割）

概ね16,000戸

福島県

概ね6,000戸
・うち津波・地震向け：

概ね2,800戸
（9割超）

・うち原発避難者向け：
概ね3,200戸

（概ね7割）
・うち帰還者向け：

概ね70戸

概ね8,000戸
・うち津波・地震向け：

概ね2,800戸
・うち原発避難者向け：

概ね4,900戸
・うち避難者向け：

概ね300戸

①災害公営住宅の整備に係る進捗見込み（戸数）

28年度まで
累計

29年度以降も
含めた累計

概ね4,200戸
（概ね５割）

概ね7,800戸

概ね7,900戸
（概ね８割）

概ね9,700戸

概ね1,300戸
（概ね７割）

概ね1,900戸

②民間住宅等用宅地の整備に係る進捗見込み（宅地数）

【住まいの復興の見通し（平成２８年９月末時点）】

６ 住まいの復興の見通し
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※福島県の原発避難からの帰還者向け災害公営住宅
については、計画戸数が未確定のため進捗率は示し
ていない。



○被災３県の製造品出荷額等は、平成26年には概ね震災前の水準まで回復した。
○グループ補助金交付先アンケートでは、現在の売上げ状況が震災直前の水準以上まで 回復してい

ると回答した企業の割合は、45.2％。

○業種別に見ると、震災直前水準以上に売上げが回復しているという割合が最も高いのは建設業
（76％）、次いで運送業（55％）。最も低いのは、水産・食品加工業（30％）、次いで卸小売・サービス業
（36％）。

７ 産業の復旧・復興の状況①

製造品出荷額等の推移

（資料：東北経済産業局調査を元に復興庁作成）

※上から順にH24 年2月、H24 年9月、H25年6月、H26年6月、H27年6月、H28 年7月の調査結果

13

40%

60%

80%

100%

120%

H22 H23 H24 H25 H26

売上げの回復状況（グループ補助金交付先アンケート調査）

宮城県（111%）

岩手県（108%）
全 国 （106%）

福島県（100%）

出典：経産省「工業統計」
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岩沼市

名取市

○ 津波被災農地の営農再開に向けて農地復旧や除塩等を進めており、農地復旧と一体的に農地の大
区画化や利用集積を進めるなど、全国のモデルとなるような取組を推進。

① 農林水産業における農地の復旧状況

○ ６県（青森・岩手・宮城・福島・茨城・千葉）の津

波被災農地から農地転用が行われたもの等を
除く復旧対象農地（ 20,120ha ）のうち、16,770ha
で営農再開が可能。（平成29年1月末時点）

７ 産業の復旧・復興の状況②

② 農地の大区画化の状況

農地の大区画化の
県別計画面積 （ｈａ）

岩手県 50

宮城県 7,290

福島県 1,650

計 8,990

※津波被災農地と一体的に整備する農地を含む。

○ 岩手県、宮城県、福島県においては、復興交
付金等を活用し、面的な集積による経営規模
拡大や土地利用の整序化を図る農地の大区画
化等に取り組み中。

（平成29年1月末現在）

14

※宮城県の岩沼地区（約700ｈａ）では、生産性の高い大規模な営農を展開するため、
被害が甚大であった農地を大区画化（10～30a→標準区画１ha）に整備する計画。

事例：復興交付金（岩沼地区（名取市、岩沼市））

大区画化整備（予定）図

H27年10月

大区画となったほ場での営農再開

区画整理範囲

津波範囲

H25年度整備範囲

H26年度整備範囲

H27年度整備範囲

H28年度整備範囲（整備中）

凡　　　　例



○ 被災した漁港の約８割で陸揚げ岸壁の機能が全て回復しており、部分的な回復を含めほぼ全ての

漁港で機能が回復。また、水揚量は約７割まで回復するなど、一定程度復旧。

○一方で、水産加工施設は約９割で業務再開しているものの、震災により失われた販路確保等の問題
もあり、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県の５県全体では、震災直前水準以上に売上が回
復した水産加工業者は２１％、売上が８割以上回復した水産加工業者は４７％であり、売上の回復
が遅れている。

○ 引き続き、漁港の復旧を実施するとともに高度衛生管理に対応した荷捌き所の整備や水産加工施設

の復旧、販路回復・新規開拓等の取組を一体的に推進。

７ 産業の復旧・復興の状況③

水産加工施設 ９１％

729施設が業務再開

被災３県で業務再開を

希望する水産加工施設

： 804施設

※H28. 12月末時点

91%

水産業

売上の回復状況

全機能が回復済み
の漁港数 262
一部機能が回復済み
の漁港数 54

被災した漁港数 319※

※避難指示解除準備区域を
含む

82%（完了）

漁港 99%（一部完了を含む）

水揚量 70％

岩手・宮城・福島各県の

主要な魚市場の水揚量

の比較 注１
345千トン（数量ベース）

注１：久慈（岩手）、宮古（岩手）、釜石（岩手）、大船渡（岩手）、気仙沼（宮城）、女川（宮
城）、石巻（宮城）、塩釜（宮城）、小名浜（福島）における１年間（太字：平成28年２月-
平成29年１月 細字：平成27年２月-平成28年１月）の合計の水揚量の被災前１年間
（平成22年3月-平成23年2月）の合計に対する比率を示したもの。

・金額ベースでは、被災前

に比べ

93％（ 27年２月-28年１月）

↓
90％( 28年２月-29年１月)

74%70%

陸揚げ岸壁の機能が全て
回復した漁港、一部でも
陸揚げが可能となった漁
港の割合
※H29. 1月末時点

資料：平成 29年２月 水産庁

「水産加工業者における東日本大震災からの復興状況アンケート（第４回）」 15

全体
（ 240件）

47%



246.2%

126.8%

111.6%

246.0%

138.5%

113.4%

89.4%

134.1%

82.4%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

全国 東北6県 東北3県
青森県 岩手県 宮城県
秋田県 山形県 福島県

H22 H28

全国 26,023,000 64,067,520

東北６県 505,400 641,070

東北３県 330,100 368,330

青森県 59,100 145,370

岩手県 83,440 115,580

宮城県 159,490 180,930

秋田県 63,570 56,810

山形県 52,630 70,560

福島県 87,170 71,820

全国

青森県

岩手県

山形県

東北６県

宮城県

東北３県

秋田県

福島県

（単位：人泊）
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■宿泊施設の延べ外国人宿泊者数（Ｈ２２年比）観光業

○ 東北６県の外国人延べ宿泊者数は、震災前の水準を超えて推移しているものの、全国的なインバウ
ンド急増の流れから大きく遅れている。

７ 産業の復旧・復興の状況④

※観光庁「宿泊旅行統計調査」より
※従業員10人以上の宿泊施設



平成２４年２月から平成２８年３月末までの認定地方公共団体による指定事業者等
の指定件数は４，２０１件（指定事業者数は3,187※）。

（※）1者で複数の特例の指定を受けている事業者等又は複数の県で指定を受けている事業者等があるため、指定件数
と一致しない。

８ 復興特区制度の活用状況（税制上・金融上の特例）

平成２９年２月末の利子補給の認定計画に基づく推薦事業者（１５１社）への融資見込
額は３，０３３億円、投資見込額は８，６２０億円、新規雇用予定数は７，１８６人。

平成２４年２月から平成２８年３月末までに行われた指定事業者等による投資実績は
１兆７，６８７億円、被災者の雇用実績は１１万６，８３１人。

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 合計

投資実績（億円） １，１１９ １，８６６ ４，４５２ ４，０８６ ６，１６４ １７，６８７

雇用実績（人） ４，４９１ １０，５４０ ２２，２２３ ３４，８７２ ４４，７０５ １１６，８３１

１．税制上の特例

２．金融上の特例
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青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 合計

指定件数（件） ２３７ ６０９ １，１４０ １，５１９ ６９６ ４，２０１

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 合 計

事業者数 ９ １７ ３４ ７４ １７ １５１

融資見込額（億円） ９９ ２７３ ５８０ １，３７２ ７０９ ３，０３３

投資見込額（億円） ２０４ ４０３ １，８８６ ３，０１７ ３，１１０ ８，６２０

新規雇用予定者数（人） ３９３ １，０８７ １，５５３ ３，２０７ ９４６ ７，１８６



避難指示区域からの避難者数 約5.7万人

福島県全体の避難者数 約7.9万人
（避難指示区域からの避難者も含む）

・避難指示解除準備区域 約1.1万人

・居住制限区域 約2.2万人

・帰還困難区域 約2.4万人

９ 福島県の状況（避難の状況）

※ 各市町村から聞き取った情報を基に、

原子力被災者生活支援チームで集計（平成28年7月12日時点）

（２）福島県外への避難者数
約4.0万人

東京都 約5.1千人

埼玉県 約4.0千人

茨城県 約3.7千人

新潟県 約3.1千人

神奈川県 約2.8千人 等
出典：「福島県公表「平成23年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報（第1684報）」（平成29年3月6日）」

（１）福島県内への避難者数

約4.0万人

仮設住宅（民間借上げを含む） 約3.6万人

雇用促進住宅等 約0.1万人

親戚・知人宅等 約0.2万人

18



避難指示区域の概念図

１０ 避難指示区域の見直し

平成25年8月8日時点平成24年12月11日時点 平成29年3月10日時点

19

帰還困難区域
居住制限区域
避難指示解除準備区域

旧避難指示区域

凡例



１１ 除染の進捗状況①（国直轄除染地域）
対象11市町村のうち、全市町村で除染計画を策定、2市町村で全域又は一部地域において除染の作業中。
田村市、楢葉町、川内村、大熊町、葛尾村、川俣町、双葉町、飯舘村、富岡町で除染計画に基づく面的除染が終了。

20

市町村 除染計画 除染作業

田村市 H24.4 H25.6 終了 （H24.7～）

川内村 H24.4 H26.3 終了（H24.9～）

楢葉町 H24.4 H26.3 終了（H24.9～）

大熊町 H24.12 H26.3 終了（H25.6～）

葛尾村 H24.9 H27.12終了（H25.4～）

川俣町 H24.8 H27.12終了（H25.4～）

双葉町 H26.7 H28.3終了（H27.5～）

飯舘村 H24.5 H28.12終了（H24.9～）

富岡町 H25.6 H29.1終了（H26.1～）

南相馬市 H24.4 作業中 （H25.8～）

浪江町 H24.11 作業中 （H25.11～）

実施率 田村市 楢葉町 川内村 大熊町 葛尾村 川俣町 双葉町 飯舘村 富岡町 南相馬市 浪江町

宅地

100%

96%
【100%】

95%

農地 94% 95%

森林 92% 99.8%

道路 94% 91%

※平成29年1月31日時点。

※実施率は、当該市町村において除染を実施できる条件が整った面積等に対し、一連の除染行為（除草、堆積物除去、洗浄等）が終了した面積等が占める割合。実施率の算出には、
原則として帰還困難区域は含まない。

※面的除染の対象となる森林とは、居住等の近隣の森林を示す。
※南相馬市の宅地における【】内は、平成27年度までに除染を行える環境が整った画地数に係る実施率。残りについては平成28年度に実施中。
※面的除染終了以降に除染の実施を希望された箇所や、除染の実施の同意が得られた箇所については、引き続き除染を実施している。



１１ 除染の進捗状況②（市町村除染地域）

※ カッコ内は市町村数。

※ 下線は、除染措置が完了した市町村。

岩手県（３）：一関市、奥州市、平泉町

宮城県（８）：白石市、角田市、栗原市、

七ヶ宿町、大河原町、丸森町、山元町、

亘理町

福島県（３６）：福島市、郡山市、須賀川市、

相馬市、二本松市、伊達市、本宮市、

桑折町、国見町、大玉村、鏡石町、天栄村、

会津坂下町、湯川村、会津美里町、

西郷村、泉崎村、中島村、矢吹町、棚倉町、

鮫川村、玉川村、平田村、浅川町、古殿町、

小野町、広野町、新地町、田村市、川俣町、

川内村、白河市、石川町、三春町、

南相馬市、いわき市

茨城県（１９）：日立市、土浦市、龍ケ崎市、

常総市、常陸太田市、高萩市、北茨城市、

取手市、牛久市、つくば市、ひたちなか市、

鹿嶋市、守谷市、稲敷市、つくばみらい市、

東海村、美浦村、阿見町、利根町

栃木県（７）：鹿沼市、日光市、

大田原市、矢板市、那須塩原市、塩谷町、

那須町

群馬県（１０）：桐生市、沼田市、渋川市、

みどり市、下仁田町、中之条町、高山村、

東吾妻町、川場村、安中市

埼玉県（２）：三郷市、吉川市

千葉県（９）：松戸市、野田市、佐倉市、柏市、

流山市、我孫子市、鎌ケ谷市、印西市、

白井市

市町村除染地域における除染の進捗状況の推移

※福島県が行った調査結果を基に作成。

※計画数は、平成23年度から平成28年８月末時点での計画数の累積。計画数
については、今後の精査によって変更されることがある。

平成24年12月の実績割合
（H24.12の実績数/H26.3末の計画数）

平成28年12月末の実績割合
(H28.12末の実績数/H28.12末の計画数)

○ 福島県内（平成28年12月末時点）

森林（生活圏）

農地・牧草地

道路

住宅

公共施設等

0% 20% 100%60%40% 80%
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森林（生活圏）

農地・牧草地

道路

その他の施設

住宅

公園・スポーツ施設

学校・保育園等

※予定数は、平成28年12月末時点で具体的に予定のある数を含め
た累計であり、今後増加する可能性もある。

平成24年12月時点の実績割合
（H24.12の実績数/H26.3末の予定数）

平成28年12月末時点の実績割合
(H28.12末の実績数/H28.12末の予定数)

○ 福島県外（平成28年12月末時点）

0% 20% 100%60%40% 80%

９３市町村において、放射性物質汚染対処特措法に基づく除染実施計画の協議を終了。住宅の除染は福島県内・県外いずれにおいてもほぼ終了とな
り、農地・牧草地、子どもの生活環境を含む公共施設等でも除染の進捗が約９割に達する等、予定した除染の終了に近づいている。一方で、仮置場確保
の難航等の事情から一部進捗が遅れているものもあり、福島県内では道路、生活圏の森林が約７割の進捗に留まっているなど、計画通りの除染終了に
向け一段の加速化を図っている。

東京電力
福島第一
原子力発電所

*)□は除染特別地域
であり、このエリアの
色分けは国直轄除染
の進捗状況に準じる



【28.4.1時点】

1,738人（在職数）※

【27.10.1時点】

2,202人

○ 被災自治体の職員確保のため、全国の自治体からの職員派遣の更なる強化に加え、公務員ＯＢ、民
間実務経験者、青年海外協力隊帰国隊員等を活用するとともに、都市再生機構（ＵＲ）の現地の人員
体制の強化などの対応を推進。

○ 併せて、被災自治体の事務負担を軽減するために、発注方法の工夫（ＣＭ方式の導入等）や、事務
のアウトソーシング（土地買収関連業務の補償コンサルタントへの委託等）など、事業実施に必要な職
員やその労力を減らす取組を推進。

１２ 被災自治体の職員確保等に向けた支援の状況

全国の自治体からの職員派遣

任期付職員の採用

ＵＲの復興支援体制
【25.4.1時点】

303人

【26.4.1時点】

400人

【29.3.1時点】

454人

・任期付職員採用に必要な条例の制定、被災市町村に
おける採用の助言

・県による採用・県下市町村への派遣についての助言

（被災自治体の任期付職員の状況）

全国の市区町村職員ＯＢの活用

・被災地で働く意欲のある市区町村の職員ＯＢ等の情報
をリスト化して被災市町村へ提供（ＯＢ情報システム）

【27.4.1時点】

２７年度 登録 35人、採用 4人

【28.3.1時点】

登録 37人、採用 7人

被災自治体における民間企業等の人材の活用

・民間企業や自治体の第三セクター等の従業員を在籍し
たまま被災自治体が受け入れる仕組みを整備、これに
伴う財政措置の周知の実施（25.3.1）

民間企業等から派遣され、地方公務員として採用された従業員数

復興庁による市町村業務支援

・国（復興庁）の非常勤職員として、青年海外協力隊帰
国隊員、国家公務員ＯＢ、民間実務経験者等を採用し、
市町村に駐在させる取組を実施（25.1～）

【25.4.1時点】

24人

※被災地派遣前提で採用・派遣された任期付職員は派遣人数にも計上されている。

【28.4.1時点】

２８年度 登録 30人、採用 2人

【29.3.1時点】

登録 33人、採用 10人

【28.10.1時点】

1,749人（在職数）※

【25.10.1時点】

27人

【28.10.1時点】

52人

【28.4.1時点】

2,071人

【28.10.1時点】

2,047人

【29.3.1時点】

107人
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